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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 

回次 第11期中 第12期中 第13期中 第11期 第12期 

会計期間 

自 平成14年
  11月１日
至 平成15年
  ４月30日

自 平成15年
  11月１日
至 平成16年
  ４月30日

自 平成16年
  11月１日
至 平成17年
  ４月30日

自 平成14年 
  11月１日 
至 平成15年 
  10月31日 

自 平成15年
  11月１日
至 平成16年
  10月31日

売上高 (千円) ― ― 2,802,256 ― 5,002,451

経常利益又は 
経常損失（△） 

(千円) ― ― 139,840 ― △190,371

中間純利益又は 
当期純損失（△） 

(千円) ― ― 24,800 ― △207,884

純資産額 (千円) ― ― 2,960,810 ― 2,799,247

総資産額 (千円) ― ― 5,916,347 ― 4,214,433

１株当たり純資産額 (円) ― ― 157,531.80 ― 165,489.04

１株当たり中間純利益 
又は当期純損失（△） 

(円) ― ― 1,415.75 ― △12,844.28

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 50.1 ― 66.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 402,210 ― △26,221

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △913,618 ― △810,480

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 1,064,527 ― 462,295

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) ― ― 911,709 ― 356,985

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(人) ― ―
460

(306)
― 

      273
    (230)

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第12期連結会計年度より連結財務諸表を、第13期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成してお

りますので、それ以前については記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、第12期連結会計年度においては、1株当たり当期純損 

失が計上されており潜在株式がないため、第13期中間連結会計期間においては、潜在株式がないため記

載しておりません。 

 

 



 更新日時:2005/08/01 10:16 印刷日時:05/08/01 11:17 

― 3 ― 

(2) 提出会社の経営指標等 

 

回次 第11期中 第12期中 第13期中 第11期 第12期 

会計期間 

自 平成14年
  11月１日
至 平成15年
  ４月30日

自 平成15年
  11月１日
至 平成16年
  ４月30日

自 平成16年
  11月１日
至 平成17年
  ４月30日

自 平成14年 
  11月１日 
至 平成15年 
  10月31日 

自 平成15年
  11月１日
至 平成16年
  10月31日

売上高 (千円) 2,749,705 2,405,970 2,138,841 4,773,839 4,854,994

経常利益 
又は経常損失(△) 

(千円) 119,123 1,212 △61,895 177,585 △243,648

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(千円) 61,834 △4,162 △45,966 83,197 △226,621

持分法を適用した場合の 
投資損益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,218,610 1,314,235 1,399,925 1,218,610 1,314,235

発行済株式総数 (株) 2,783 16,915 18,795 2,783 16,915

純資産額 (千円) 2,750,612 3,002,237 2,871,306 2,771,886 2,780,510

総資産額 (千円) 3,757,070 4,004,844 5,313,588 3,647,056 4,055,601

１株当たり純資産額 (円) 988,362.33 177,489.66 152,769.67 996,006.52 164,381.32

１株当たり中間 
(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(円) 22,218.51 △269.45 △2,624.05 29,894.73 △14,001.96

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円)      ― ― ― 5,000.00 2,000.00

自己資本比率 (％) 73.2 75.0 54.0 76.0 68.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 243,219 88,957 ― 156,171 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 7,918 △807,714 ― 290,930 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △12,806 366,751 ― △170,293 ―

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 692,914 379,386 ― 731,392 ―

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(人) 
107

(145)

136

(159)

123

        (235)

115 

(184)

      137 

   （206)

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第11期中間会計期間、第11期事業年度、第12期中間会計期間においては、関連会社がありませんので持

分法を適用した場合の投資損益については記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第11期中間会計期間、第11期事業年度におい

ては潜在株式がないため、また第12期中間会計期間、第12期事業年度、第13期中間会計期間においては、

1株当たり中間（当期）純損失が計上されており、潜在株式がないため記載しておりません。 

       ４  第12期事業年度より連結財務諸表を、第13期中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため持

分法を適用した場合の投資利益、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フ

ロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高は記載して

おりません。 

５ 平成15年11月10日付で、１株につき５株の割合をもって株式分割を行っております。これにより株式数

は 11,132株増加し、発行済株式総数は13,915株となっております。 
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    ６  平成16年1月29日付で有償一般募集(ブックビルディング方式)増資を行っております。これにより株式

数は3,000株増加し、発行済株式総数は16,915株となっております。 

    ７ 平成17年3月4日付けで、第三者割当増資を行っております。これにより株式数は1,880株増加し、発行

済株式総数は18,795株となっております。 
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２ 【事業の内容】 

（1）事業内容の重要な変更 

平成16年11月30日に投資不動産を購入し、当該不動産物件からの賃貸収入を不動産賃貸事業とい

たしました。 

 

 （2）主要な関係会社の異動 

   コールセンターによるテレマーケティング事業（通信事業）を運営する株式会社ＩＪＴ（アイジ

ェーティー）を平成17年4月1日に100％子会社として取得いたしました。 

   これにより、当社の企業集団は、当社並びに連結子会社2社となっております。 

 

 

３ 【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、新たに連結子会社に増加した会社は下記のとおりであります。 

名  称 住  所 
資本金 

（百万円）

主要な事業

の内容 

議決権の所有 

割合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

株式会社ＩＪＴ 

（アイジェーティー） 

 

宮城県仙台市 

青葉区 

 

90

 

通信事業

 

 

100.0 

 

 

役員の兼任 ３名 

 （注）有価証券報告書又は有価証券届出書を提出している会社はありません。 
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４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成17年４月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

通信事業 382 （88） 

飲食事業 52（217） 

不動産賃貸事業 2 （1） 

全社（共通） 24 

合計 460（306） 

(注) 1.従業員数は就業人員であります。 

 2.従業員数欄の（外書）は、臨時雇用者数であり、当中間連結会計期間の平均雇用人員（1日8時間換算）で

記載しております。 

 3.臨時従業員数には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

 4.通信事業の拡大及び連結子会社の取得により、従業員数は前事業年度末比179名増、パートタイマは前事

業年度末比33名増となっております。 

 5.飲食事業の新規出店に伴い、従業員数は前事業年度末比11名増、パートタイマーは前事業年度末比42名増

となっております。 

6.全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

 

(2) 提出会社の状況 

                         平成17年４月30日現在 

従業員数(名) 123(235) 

(注) 1.従業員数は就業人員であります。 

 2.従業員数欄の（外書）は、臨時雇用者数であり、当中間連結会計期間の平均雇用人員（1日8時間換算）で

記載しております。 

 3.臨時従業員数には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

    4.連結子会社への出向等により、従業員数は前事業年度末比14名減となっております。 

    5.飲食事業の新規出店に伴い、パートタイマーは前事業年度末比29名増となっております。 

 

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係については円満に推移しております。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

  当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善に加え民間設備投資の増加、個人消費の伸び、更

に雇用情勢も改善していることから、景気は堅調に回復しているとの見方があるものの、原油価格の高騰や、例

年にない大雪の影響による野菜等の高騰、ＢＳＥ問題による輸入牛肉問題等当社を取り巻く環境は厳しい状況に

あったと考えております。 

  また、移動体通信分野では、携帯電話及びＰＨＳの総契約数は、対人口普及率も70%を超えた状況の中、新規加

入者数の伸びが減速する一方、既存ユーザーによる買い換えは確実な増加を示しております。このような状況の

もと、移動体通信キャリア間の競争においては、第三世代携帯電話の新機種投入の差や基本インフラの設置状況

等の差が収益面で明暗を分ける結果となっております。 

飲食事業に関しては、焼肉事業は一昨年のＢＳＥ問題以降の様々な環境に対応すべくメニュー改編や積極的な

販促施策等を行ってまいりましたが、まだまだ足元も厳しい状況が続いております。 

この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高2,802百万円、営業利益115百万円、経常利益139百万円、中間

純利益24百万円となりました。なお、新規に「焼肉番所やき組」1店舗、「自然派厨房さくら」1店舗を出店し、

飲食事業での総店舗数は20店舗となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

①通信事業 

 当事業部門におきましては、前期に引き続き移動体通信キャリア側の営業政策に則り、専売店を主体とした店

舗営業の強化を行ったものの、当社通信事業における主力の移動体通信キャリアにおいて第三世代携帯電話の新

機種投入の遅れ等の要因が、当社の想定以上に市場での商品選定＝購買意欲の低下につながり、新規販売台数が

計画を下回ることとなりました。一方、総合通信業への確立に向け、ブロードバンド加入者獲得業務を主に行っ

ておりました量販営業部の資源等を、(株)ノーブルコミュニケーション及び（株）ＩＪＴのコールセンター事業

へシフトを行いました。この結果、売上高は1,757百万円、営業利益は229百万円となりました。 

 

②飲食事業 

 当事業部門におきましては、焼肉事業においては既存店強化として、売上高回復を図るために、メニュー改

編や積極的な販促施策等を行ってまいりましたが、まだまだ足元も厳しい状況が続いております。 

和食事業におきましては、「自然派厨房 さくら」を中心に、新メニューの投入、積極的販促等を行い、足

元は堅調になりつつも、当中間連結会計期間においては、計画を下回る売上、季節要因等による原材料コスト

の上昇等をカバーできるまでは至っておりません。この結果、売上高は945百万円、営業損失144百万円となり

ました。 
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③不動産賃貸事業 

 当事業におきましては、平成16年11月30日に宮城県仙台市で購入いたしました「泉パワーモール」からのテ

ナント収入が安定的に推移し、その結果として、売上高は99百万円、営業利益は55百万円となりました。 

 

なお、当中間連結会計期間には、平成17年4月1日に当社100％子会社としております（株）ＩＪＴについては

当中間連結会計期間末をみなし取得日としているため、当中間連結会計期間においては貸借対照表のみを反映

しております。 

 

 (2) キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、連結子会社増加に伴う現金及び現

金同等物の増加1,603千円のほか、553,120千円増加し、当中間連結会計期間末には911,709千円となりました。 

  当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により増加した資金は、402,210千円となりました。 

 これは主に、税金等調整前中間純利益164,246千円、減価償却費85,006千円、未払金の増加額99,941千円等に

よるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により減少した資金は、913,618千円となりました。 

 これは主に、投資有価証券の取得による支出995,050千等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により増加した資金は、1,064,527千円となりました。 

 これは主に、社債発行による収入680,400千円、長期借入れによる収入400,000千円等によるものであります。 

 

  なお、当中間連結会計期間における業績及びキャッシュ・フローの状況について、中間連結財務諸表作成

初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません。 
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２ 【生産、仕入及び販売の状況】 
 

(1) 生産実績 

   当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメント名称 生産高（千円） 前年同期比（％） 

通信事業   － － 

飲食事業 180,819 － 

不動産賃貸事業   － －    

合 計 180,819    － 

 （注）1.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    2.当中間連結会計期間が中間連結財務諸表作成初年度であるため、前年同期比は記載しておりません。 

    3.上記の金額は、製造原価によっております。 

    4.通信事業においては、生産は行っておりませんので、該当事項はありません。 

5.不動産賃貸事業においては、生産は行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

(2) 商品仕入実績 

  当中間連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメント名称 仕入高（千円） 前年同期比（％） 

通信事業 674,165 － 

飲食事業 247,173 － 

不動産賃貸事業   － －    

合 計 921,338    － 

 （注）1.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    2.当中間連結会計期間が中間連結財務諸表作成初年度であるため、前年同期比は記載しておりません。 

3.上記の金額は、実際仕入額によるものであります。 

4.不動産賃貸事業においては、商品仕入は行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

(3)受注実績 

 当社は見込み生産を行っておりますので、受注状況については記載すべき事項はありません。 

 

(4)販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメント名称 販売高（千円） 前年同期比（％） 

通信事業 1,757,190 － 

飲食事業   945,938 － 

不動産賃貸事業    99,128 －    

合 計 2,802,256 － 

（注）1.上記当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の

とおりであります。 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間  
相  手  先 

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％） 

ボーダフォン株式会社 － － 708,953 37.7 

2.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

3.当中間連結会計期間が中間連結財務諸表作成初年度であるため、前年同期比は記載しておりません。 
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３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。 

 

 

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約は行われておりません。 

  

 

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備の異動の状況は次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成17年4月30日現在 

帳簿価額(千円) 
事業所名 
(所在地) 

事業の種別 
セグメンの 

名称 

設備の内容
建物及び
構築物

土地 
(面積㎡)

その他 合計 

従業員数
(名) 

やき組山形馬見ヶ崎店 
(山形県山形市) 

飲食事業 店舗設備 15,247 ― 85 15,332  2(16) 

たろうあん南吉成店 
(仙台市青葉区) 
その他１店舗 

飲食事業 店舗設備 4,830 ― 1,521 6,351 5(21) 

さくら山形馬見ヶ崎店 
(山形県山形市) 

飲食事業 店舗設備 17,152 ― 85 17,237 2(10) 

泉パワーモール 
(仙台市青葉区) 

不動産事
業 

店舗ビル 178,076
374,848

(24,761.0
0)

― 552,924  2(1) 

(注) 1.従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

2.上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

3.上記の他、リース契約による主な賃借設備は、下記のとおりであります。 

 

名称 数量 期間 
年間リース料

(千円) 
リース契約 
残高(千円) 

ＰＯＳレジシステム 2店舗 36～48カ月 1,092 3,277 

(注) 所有権移転外ファイナンス・リース 

 

(2) 国内子会社 

平成17年4月30日現在 

帳簿価額(千円) 

会社名 所在地 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の 
内容 建物及び

構築物 
土地 

(面積㎡)
その他 合計 

従業員数 
(名) 

㈱ＩＪＴ 
宮城県 
仙台市 

通信事業 その他 ― ― 770 770 93(49) 

(注) 1.従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

2.現在休止中の主要な設備はありません。 

3.上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
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２ 【設備の新設、除却等の計画】 

 

 

  当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重 

要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 55,500

計 55,500

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成17年４月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成17年７月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 18,795 18,795
東京証券取引所 
（マザーズ市場）

― 

計 18,795 18,795 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 
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(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
 

(千円) 

資本金残高
 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月30日 1,880 18,795 85,690 1,399,925 85,690 1,364,025

(注) 1.平成17年3月4日付払込期日として、株式会社光通信に対して、1,880株の第三者割当増資を実施し、発行 

価額171,380千円、資本組入れ額は85,690千円となっております。 

 

 

(4) 【大株主の状況】 

平成17年４月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

佐々木 英輔 
宮城県仙台市太白区八木山南１丁目13－
16 

8,505 45.25

株式会社光通信 東京都豊島区南池袋1丁目16-15 1,880 10.00

大阪証券金融株式会社 
（業務口） 

大阪府大阪市中央区北浜2丁目4-6 179 0.95

株式会社UFJキャピタル 東京都中央区京橋２丁目14－１ 158 0.84

横山  幹雄 埼玉県さいたま市中央区大戸6丁目10-4 151 0.80

山崎 健太郎 大阪府泉南郡熊取町大字野田1232 150 0.80

吉田 文夫 静岡県浜松市上浅田1丁目5-7 140 0.74

小木曽 伸一 愛知県尾張旭市北本地ヶ原町２丁目162 115 0.61

千原 正喜 長野県長野市大字稲葉1719-4 113 0.60

松井証券株式会社 
（一般信用口） 

東京都千代田区麹町1丁目４ 104 0.55

計 ― 11,495 61.16

 (注) 1.平成17年3月4日付払込期日として、株式会社光通信に対して、1,880株の第三者割当増資を実施してお

り、株式会社光通信は10.00％保有の主要株主になっております。 
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(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年４月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 18,795 18,793 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数      18,795 ― ― 

総株主の議決権 ― 18,793 ― 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が8,020株（議決権8,018個）

含まれております。なお、失念株式が2株含まれており、当該株式に係る議決権の数から控除しております。 

 

② 【自己株式等】 

平成17年４月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 平成16年11月 12月 平成17年１月 ２月 ３月 ４月 

最高(円) 91,000 87,500 126,000 118,000 123,000 152,000

最低(円) 81,100 70,000 85,000 99,500 107,000 103,000

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 
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３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11 

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

   ただし、当中間連結会計期間（平成16年11月1日から平成17年4月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式 

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第5号）附則第3項のた

だし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則を適用しております。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵 

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成15年11月1日から平成16年4月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成16年11月1日から平成17年4月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づい

て作成しております。 

   ただし、当中間会計期間（平成16年11月1日から平成17年4月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び 

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第5号）附則第3項のただし 

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

 

(3) 当中間連結会計期間(平成16年11月１日から平成17年４月30日まで)は、初めて中間連結財務諸表

を作成しているため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書については前中間連結会計期間との対比は行っており

ません。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成16年11月１日から平成

17年４月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間(平成15年11月１日から平成16年４月30

日まで)及び当中間会計期間(平成16年11月１日から平成17年４月30日まで)の中間財務諸表について、

あずさ監査法人により中間監査を受けております。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

 

  
当中間連結会計期間末 
(平成17年４月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成16年10月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

1 現金及び預金 ※2 1,211,945 807,213 

2 売掛金  553,169 263,764 

3 有価証券  370,880 470,808 

4 たな卸資産  56,317 44,187 

5 その他  196,177 216,929 

6 貸倒引当金  △182 △173 

流動資産合計  2,388,308 40.4  1,802,730 42.8

Ⅱ 固定資産   

1 有形固定資産 ※1  

（1）建物及び構築物 ※2 1,052,573 897,731 

 （2）土地 ※2 596,410 221,561 

（3）その他  111,817 232,227 

有形固定資産合計  1,760,801 1,351,520 

 2 無形固定資産  181,630 13,443 

 3 投資その他の資産   

 （1）投資有価証券  605,000 173,600 

 （2）長期貸付金  415,299 330,007 

（3）敷金・保証金  296,806 261,793 

（4）その他  245,701 279,562 

（5）貸倒引当金  ― △6,847 

投資その他の資産合計  1,562,807 1,038,117 

固定資産合計  3,505,239 59.2  2,403,081 57.0

Ⅲ 繰延資産  22,799 0.4  8,621 0.2

資産合計  5,916,347 100.0  4,214,433 100.0

 
 

       

 



ファイル名:060_0182300501707.doc 更新日時:2005/08/01 10:16 印刷日時:05/08/01 11:18 

― 19 ― 

 

  
当中間連結会計期間末 
(平成17年４月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成16年10月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

1 買掛金  221,736 179,703  

2 短期借入金 ※2 562,800 400,200  

3 一年以内償還予定社債  110,000 ―  

4 未払金  684,823 443,300  

5 未払法人税等  134,397 34,400  

6 未払消費税等  51,822 5,772  

7 賞与引当金  33,433 29,217  

8 その他  61,255 47,640  

流動負債合計  1,860,268 31.4  1,140,234 27.0

Ⅱ 固定負債    

1 社債  590,000 ―  

2 長期借入金 ※2 350,250 205,150  

3 その他  59,349 21,310  

固定負債合計  999,599 16.9  226,460 5.4

負債合計  2,859,867 48,3  1,366,695 32.4

    

(少数株主持分)    

少数株主持分  95,669 1.6  48,491 1.2

    

(資本の部)    

Ⅰ 資本金  1,399,925 23.7  1,314,235 31.2

Ⅱ 資本剰余金  1,364,025 23.1  1,278,335 30.3

Ⅲ 利益剰余金  196,840 3.3  205,870 4.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金  18 0.0  806 0.0

資本合計  2,960,810 50.1  2,799,247 66.4

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 5,916,347 100.0  4,214,433 100.0
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② 【中間連結損益計算書】 

 

  
当中間連結会計期間 

(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

(自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  2,802,256 100.0  5,002,451 100.0

Ⅱ 売上原価  1,358,574 48.5  3,289,392 65.8

売上総利益  1,443,681 51.5  1,713,059 34.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

 1 給与・手当  603,735 718,747 

 2 賞与引当金繰入額  19,652 27,947 

 3 地代家賃  164,804 265,885 

 4 その他  540,252 1,328,444 47.4 860,549 1,873,129 37.4

営業利益又は営業損失
（△） 

 115,237 4.1  △160,070 △3.2

Ⅳ 営業外収益   

1 受取利息  2,342 4,077 

2 業務手数料  28,463 1,916 

3 投資有価証券売却益  6,750 8,975 

4 クレジットカード手数料
収入 

 ― 1,965 

5 その他  6,221 43,777 1.6 1,916 16,934 0.3

Ⅴ 営業外費用   

1 支払利息  8,631 13,391 

2 株式公開費用  ― 10,147 

3 創立費償却  ― 1,066 

4 新株発行費償却  2,155 4,310 

5 社債発行費償却  3,266 ― 

6 投資有価証券売却損  2,600 ― 

7 借地権予約契約解約損  ― 8,092 

8 貸倒引当金繰入  ― 6,847 

9 その他   2,520 19,174 0.7 3,380 47,235 0.9

経常利益又は経常損失
（△） 

 139,840 5.0  △190,371 △3.8

Ⅵ 特別利益   

 1 賞与引当金等戻入  17,559 ― 

 2 貸倒引当金戻入  6,847 ― 

 3 退職給付引当金戻入  ― 24,406 0.9 1,350 1,350 0.0

Ⅶ 特別損失   

 1 固定資産除却損 ※1 ― ― ― 1,787 1,787 0.0

税金等調整前中間純利益
又は税金等調整前当期純
損失（△） 

 164,246 5.9  △190,808 △3.8

法人税、住民税 
及び事業税 

 102,960 38,110 

法人税等調整額  △10,692 92,268 3.3 △33,525 4,584 0.1

少数株主利益  47,178 1.7  12,491 0.3

中間純利益又は 
当期純損失（△） 

 24,800 0.9  △207,884 △4.2
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③ 【中間連結剰余金計算書】 

 

  
当中間連結会計期間 

(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  1,278,335  1,125,560

   

Ⅱ 資本剰余金増加高   

 1 増資による新株式の発行  85,690 85,690 152,775 152,775

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

 1,364,025  1,278,335

   

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  205,870  427,669

Ⅱ 利益剰余金増加高   

 1 中間純利益  24,800 24,800 ― ―

Ⅲ 利益剰余金減少高   

 1 当期純損失  ― 207,884 

 2 配当金  33,830 33,830 13,915 221,799

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

 196,840  205,870
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

  

 
当中間連結会計期間 

 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

 1 税金等調整前中間純利益又は税金 

等調整前当期純損失（△） 
 164,246 △190,808 

 2 減価償却費  85,006 162,567 

 3 貸倒引当金の増減（△）額  △6,838 7,020 

 4 賞与引当金の増減（△）額  △4,284 23,373 

 5 退職給付引当金の減少額  ― △1,350 

 6 受取利息及び受取配当金  △2,342 △4,077 

 7 支払利息  8,631 13,391 

 8 投資有価証券売却益  △6,750 △8,975 

 9 売上債権の増加額  △113,472 △21,897 

10 たな卸資産の増（△）減額  △12,129 4,392 

 11 前払費用の増加額  △3,955 △50,533 

 12 未収入金の増加額  △2,963 ― 

 13 未収消費税等の減少額  7,727 5,826 

 14 未払消費税等の増加額  42,924 ― 

 15 仕入債務の増減（△）額  40,481 △27,990 

 16 未払金の増加額  99,941 96,592 

 17 その他  120,808 △1,197 

小計  417,033 6,334 

18 利息及び配当金の受取額  450 1,093 

19 利息の支払額  △9,473 △12,423 

20 法人税等の支払額  △7,431 △21,225 

21 法人税等の受取額  1,631 ― 

営業活動によるキャッシュ・フロー  402,210 △26,221 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

 1 定期預金の預入による支出  △200,007 △1,000,227 

 2 定期預金の払戻による収入  350,000 550,211 

 3 有価証券の取得による支出  △130,051 △610,105 

 4 有価証券の売却による収入  229,970 960,549 

 5 投資有価証券の取得による支出  △995,050 △208,125 

 6 投資有価証券の売却による収入  404,200 217,100 

 7 有形固定資産の取得による支出  △506,657 △640,793 

 8 有形固定資産の売却による収入  ― 52,708 

 9 貸付による支出  △56,788 △66,138 

10 敷金保証金の差入による支出  △10,153 △70,739 

11 敷金保証金の返還による収入  800 9,408 

12 その他  120 △4,330 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △913,618 △810,480 

 



ファイル名:080_0182300501707.doc 更新日時:2005/08/05 4:00 印刷日時:05/08/05 4:26 

― 23 ― 

 

  

 
当中間連結会計期間 

 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

  1 短期借入れによる収入  170,000 180,000 

2 短期借入金の返済による支出  △150,000 ― 

3 長期借入れによる収入  400,000 350,000 

4 長期借入金の返済による支出  △112,300 △191,750 

5 長期未払金の返済による支出  △61,637 △133,507 

6 社債発行による収入  680,400 ― 

7 株式発行による収入  171,380 248,400 

8 少数株主からの払込による収入  ― 36,000 

9 新 株 発 行 費 支 出  ― △12,931 

10 配当金の支払額  △33,315 △13,915 

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,064,527 462,295 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額
（△） 

 553,120 △374,406 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  356,985 731,392 

Ⅶ 連結子会社増加に伴う現金及び現金同等物 
の増加額 

 1,603 ― 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  911,709 356,985 
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中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年11月 1日 

  至 平成17年 4月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年11月 1日 

  至 平成16年10月31日） 

1.連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 2社 

連結子会社の名称 

 （株）ノーブルコミュニケーション 

（株）ＩＪＴ 

（注）ＩＪＴは平成17年4月1日の株式取得に伴い、みなし

取得日を当中間連結会計期間末としております。 

 

 

(2)非連結子会社の名称等 

  （株）遠雷 

 （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、中間

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。 

1.連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 1社 

連結子会社の名称 

 （株）ノーブルコミュニケーション    

（株）ノーブルコミュニケーションは、当連結会

計年度において、新たに設立したことにより当連

結会計年度より連結子会社に含めることとしまし

た。 

 

(2) 非連結子会社の名称等 

  （株）遠雷 

 （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。 

 2.持分法の適用に関する事項 

  該当事項はありません。 

  なお、持分法を適用しない非連結子会社は（株）遠雷

であります。 

  この持分法非適用会社は、中間純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性

がないため持分法から除外しております。 

2.持分法の適用に関する事項 

 該当事項はありません。 

3.連結子会社の中間決算日等に関する事項 

（株）ノーブルコミュニケーション及び（株）ＩＪＴの中

間決算日は９月３０日であります。 

中間連結財務諸表の作成に当たって、中間連結決算日現在

で実施した仮決算に基づく中間財務諸表を使用しておりま

す。 

 

3.連結子会社の事業年度等に関する事項 

（株）ノーブルコミュニケーションの決算日は３月

３１日であります。 

連結財務諸表の作成に当たって、連結決算日現在

で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しており

ます。 
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当中間連結会計期間 

（自 平成16年11月 1日 
  至 平成17年 4月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年11月 1日 

  至 平成16年10月31日） 

4.会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

子会社株式 

    移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

   中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動 平均法により算出） 

時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

4.会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

子会社株式 

同    左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算出） 

時価のないもの 

同    左 

②たな卸資産 

商   品 

移動平均法による原価法 

店舗食材 

仕入食材 

    最終仕入原価法 

工場加工食材 

    総平均法による原価法 

原 材 料 

移動平均法による原価法 

貯 蔵 品 

移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

 商   品 

      同     左 

店舗食材 

仕入食材 

      同    左 

工場加工食材 

         同    左 

原 材 料 

       同        左 

  貯 蔵 品  

           同        左 
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当中間連結会計期間 
（自 平成16年11月 1日 

  至 平成17年 4月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年11月 1日 

  至 平成16年10月31日） 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法 

なお、平成10年4月1日以降取得した建物（建物附

属設備は除く）については定額法 

ただし、取得価額10万円以上20万円未満の少額減

価償却資産については、３年間均等償却 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、事業用定期借地権契約による借地上の建

物については、耐用年数を借地期間、残存価額を零

としております。 

 

②無形固定資産 

  定額法 

   なお、償却年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。 

 

③長期前払費用 

  均等償却 

   なお、償却期間については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

     同    左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②無形固定資産 

同    左 

 

 

 

③長期前払費用 

同    左 

（3）重要な繰延資産の処理方法 

①新株発行費 

   商法施行規則に規定する最長期間（3年間）で均

等償却しております。 

    

  ②社債発行費 

   商法施行規則に規定する最長期間（3年間）で均

等償却しております。 

 

（3）重要な繰延資産の処理方法 

 ①創立費 

   支出時に全額費用として処理しております。 

  

 

②新株発行費 

   商法施行規則に規定する最長期間（3年間）で均

等償却しております。 
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当中間連結会計期間 
（自 平成16年11月 1日 

  至 平成17年 4月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年11月 1日 

  至 平成16年10月31日） 

（4）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

（4）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

   同    左 

②賞与引当金 

従業員へ支給する賞与の支出に備えるため、支給

見込額に基づき計上しております。 

②賞与引当金 

同    左 

 

      

 

 

 

 

 

（5）重要なリース取引の処理方法   

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 

③退職給付引当金 

     ――――― 

  （追加情報） 

  退職金規程を廃止したことにより、退職給付引当金

の残高1,350千円を戻入れております。 

 

（5）重要なリース取引の処理方法    

    同    左 
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当中間連結会計期間 

（自 平成16年11月 1日 
  至 平成17年 4月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年11月 1日 

  至 平成16年10月31日） 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しておりますので、特例処理を採用しておりま

す。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 

 借入金の利息 

③ヘッジ方針 

当社の社内規程に基づき、借入金に係る金利変動

リスクをヘッジする事を目的として、実需の範囲

内でデリバティブ取引を利用する方針でありま

す。 

④ヘッジ有効性の評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同

一であるため、有効性の評価は省略しておりま

す。 

 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

      同    左 

 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

    同    左 

ヘッジ対象 

    同    左 

③ヘッジ方針 

    同    左 

 

 

 

④ヘッジ有効性の評価の方法 

      同    左 

（7）その他の中間連結財務諸表作成のための重要な事

項 

①消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 

 

（7）その他の連結財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

       同    左 

5.中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の

範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来す 

る短期投資からなっております。 

 

5.連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 

同    左 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年 4月30日） 

前連結会計年度末 
（平成16年10月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

416,896千円 

 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

                       331,763千円 

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務 

  （担保に供している資産） 

 預 金 

土 地 

建 物 及 び 構 築 物 

200,235千円

374,848 

178,076 

預 金 200,227千円

 計 753,160  

（上記に対応する債務） 

     短期借入金         242,000千円 

長期借入金          126,000 

     債務保証           500,000 

   計             868,000 

（上記に対応する債務） 

     短期借入金         212,000千円 

     長期借入金          52,000   

       計            264,000 

３ 設備投資資金の効率的な調達を行うため取引銀行1

行と貸出コミットメント契約を締結しております。 

この契約に基づく当中間連結会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

 貸出コミットメントの総額       200,000千円 

 借入実行残高             200,000   

      差引額            ―  

３ 設備投資資金の効率的な調達を行うため取引銀行1

行と貸出コミットメント契約を締結しております。 

これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

 貸出コミットメントの総額     200,000千円 

 借入実行残高           180,000   

      差引額           20,000 
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（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年11月 1日 

  至 平成17年 4月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年11月 1日 

  至 平成16年10月31日） 

  

        ―――――  ※1 固定資産除却損は、建物及び構築物1,440千円、

工具器具備品347千円であります。 

          

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

   当中間連結会計期間 
   （自 平成16年11月 1日 

     至 平成17年 4月30日） 

前連結会計年度 
  （自 平成15年11月 1日 

    至 平成16年10月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成17年 4月30日現在） （平成16年10月31日現在）

現金及び預金勘定 1,211,945 千円 現金及び預金勘定 807,213 千円 

預入期間が３ヵ月を超える定期

預金 
△300,235

 預入期間が３ヵ月を超える定期

預金 
△450,227

 

現金及び現金同等物 911,709  現金及び現金同等物 356,985  
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（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年11月 1日 

  至 平成17年 4月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年11月 1日 

  至 平成16年10月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額
相 当 額

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末
残 高
相 当 額

 千円 千円 千円
有形固定資産
その他 
（工具器具備
品） 

488,056 215,129 272,927

有形固定資産
その他 
（機械装置） 

37,463 9,433 28,029

無形固定資産 
（ソフトウェ
ア） 

195 140 54

合計 525,715 224,704 301,011
 

 

 
取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高
相 当 額

千円 千円 千円

工具器具備品 547,717 201,173 346,543

機 械 装 置 37,463 4,372 33,091

ソフトウェア 195 108 86

合計 585,375 205,653 379,721 
 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 122,622千円 

１年超 152,066千円 

合 計 274,689千円 
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 144,070千円 

１年超 205,342千円 

合 計 349,413千円 
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料   79,724千円 支払リース料 152,006千円 

減価償却費相当額      78,710千円 減価償却費相当額 122,949千円 

支払利息相当額        3,935千円 支払利息相当額  7,427千円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

    同     左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

 

⑤ 利息相当額の算定方法 

    同     左 

 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内             121,176千円 

１年超            1,680,247千円 

合  計           1,801,423千円 

 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

   １年内             105,156千円 

   １年超            1,431,115千円 

   合  計           1,536,271千円 
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（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成17年4月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                             （単位：千円） 

区   分 取得原価 
中間連結貸借対照表 

計 上 額 
差  額 

① 株      式 595,000 595,000 － 

② 債      券 － － － 

③ そ の 他  170,913 170,946 32 

        計 765,913 765,946 32 

２．時価評価されていない主な有価証券 

                            （単位：千円） 

内   容 中間連結貸借対照表計上額

（１）子会社及び関連会社株式  

① 子 会 社 株 式 10,000 

計 10,000 

（２）その他有価証券  

① 割 引 金 融 債 199,934 

     計 199,934 

前連結会計年度末（平成16年10月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                             （単位：千円） 

区   分 取得原価 
連結貸借対照表 

計 上 額 
差  額 

① 株      式 162,250 163,600 1,350 

② 債      券 － － － 

③ そ の 他 170,847 170,881        34 

        計 333,097 334,481     1,384 

２．時価評価されていない主な有価証券 

                            （単位：千円） 

内   容 連結貸借対照表計上額 

（１）子会社及び関連会社株式  

① 子 会 社 株 式 10,000 

計 10,000 

（２）その他有価証券  

① 割 引 金 融 債 299,927 

     計 299,927 
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（デリバティブ取引関係） 

 

当中間連結会計期間（自平成16年11月1日 至平成17年4月30日） 

当社が利用しているデリバティブ取引は、全て金利スワップの特例処理をしているため、注記の対象から除い

ております。 

 

前連結会計年度（自平成15年11月1日 至平成16年10月31日） 

当社が利用しているデリバティブ取引は、全て金利スワップの特例処理をしているため、注記の対象から除い

ております。 

 



ファイル名:080_0182300501707.doc 更新日時:2005/08/05 4:00 印刷日時:05/08/05 4:26 

― 34 ― 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計年度（自 平成16年11月1日 至 平成17年4月30日） 

 通信事業 

（千円） 

飲食事業 

（千円） 

不動産賃貸事

業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全

社  

（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ売上高及び営業損益 

 売上高 

 (1)外部顧客に 

  対する売上高 

(2)セグメント間の

内部売上高又は振替高 

 

 

1,757,190 

 

 

－ 

945,938

－

 

99,128

－

2,802,256

－

 

 

－ 

 

 

－ 

2,802,256

－

計 1,757,190 945,938 99,128 2,802,256 － 2,802,256

 営業費用 1,527,969 1,090,176 44,062 2,662,208 24,810 2,687,018

 営業利益又は 

 営業損失（△） 

 

229,220 △144,238 55,066 140,048

 

（24,810） 115,237

（注）１．事業区分の方法 

     事業区分は、製品の種類・性質・市場の類似性を考慮して決定しております。 

   ２．各区分に属する主要な事業の内容 

     (1)通信事業・・ 移動体通信端末の販売、移動体通信サービスの契約取次、 

ブロードバンドサービスの契約取次、コールセンターによるテレマーケティング事

業 

    （2）飲食事業・・・直営方式での焼肉店舗と和食店舗の運営 

    （3）不動産賃貸事業・・自社所有による不動産賃貸業 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（24,810千円）の主なものは、総務、

経理部門等の管理部門に係る費用であります。 
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前連結会計年度（自 平成15年11月1日 至 平成16年10月31日） 

 通信事業 

（千円） 

飲食事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ売上高及び営業損益    

 売上高 

 (1)外部顧客に 

  対する売上高 

(2)セグメント間の内部 

 売上高又は振替高 

3,435,565

－

1,566,886

－

5,002,451

－

 

 

 

－ 

 

－ 

5,002,451

－

計 3,435,565 1,566,886 5,002,451 － 5,002,451

 営業費用 3,286,934 1,822,725 5,109,659 52,862 5,162,522

営業利益又は営業損失（△） 148,631 △255,839 △107,207 （52,862） △160,070

（注）１．事業区分の方法 

     事業区分は、製品の種類・性質・市場の類似性を考慮して決定しております。 

   ２．各区分に属する主要な事業の内容 

     (1)通信事業・・・移動体通信端末の販売、移動体通信サービスの契約取次、 

ブロードバンドサービスの契約取次、コールセンターによるテレマーケティング事業 

    （2）飲食事業・・・直営方式での焼肉店舗と和食店舗の運営 

   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（52,862千円）の主なものは、総務、

経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

       

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成16年11月1日 至 平成17年4月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自 平成15年11月1日 至 平成16年10月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、当該事項はありません。 

 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成16年11月1日 至 平成17年4月30日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません 

 

前連結会計年度（自 平成15年11月1日 至 平成16年10月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年11月 1日 

  至 平成17年 4月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年11月 1日 

  至 平成16年10月31日） 

１株当たり純資産額 157,531円80銭 １株当たり純資産額 165,489円04銭 

１株当たり中間純利益金額 1,415円75銭 １株当たり当期純損失金額 12,844円28銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、1株当たり当期純損失が計上されており、ま

た、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

 

 

 

（注）1株当たり中間純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（単位：千円） 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成16年11月 1日 
  至 平成17年 4月30日）

前連結会計年度 
（自 平成15年11月 1日 

  至 平成16年10月31日）

中間純利益又は当期純損失（△） 24,800 △207,884 

普通株主に帰属しない金額 － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) 

普通株式に係る中間純利益又は当期純損失（△） 24,800 △207,884 

期中平均株式数（株） 17,517    16,185 
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（重要な後発事象） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年11月 1日 

  至 平成17年 4月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年11月 1日 

  至 平成16年10月31日） 
 

 

―――――――――――― 

１．当社は平成16年10月29日開催の取締役会決議に

基づき、次のとおり第1回無担保社債の発行を行

いました。 

(1) 社債の名称 

株式会社 京王ズ 

第1回無担保社債（株式会社東京三菱銀行保証

付・適格機関投資家限定） 

(2) 発行金額：2億円 

(3) 発行価額：額面100円につき100円 

(4) 償還金額：額面100円につき100円 

(5) 償還方法及び期限 

社債発効日より3年間、定時償還 

(6) 発行日： 平成16年11月25日 

(7) 利率：  0.438% 

(8) 資金使途：運転資金 

 

２．当社は平成16年10月15日開催の取締役会決議に

基づき、次のとおり平成16年11月30日に本社社屋

及び投資不動産物件の購入を行いました。 

(1) 物件 

泉パワーモール 

宮城県仙台市泉区七北田字新道 

(2) 取得価格：547,336千円 

(3) 資金調達方法：自己資金（第2回及び第3回無担

保社債の発行により充当） 

 

３．当社は平成16年12月2日開催の取締役会に基づ

き、次のとおり第3回無担保社債の発行を行いま

した。 

(1)社債の名称 

株式会社 京王ズ 

第3回無担保社債（株式会社東京三菱銀行保証

付・適格機関投資家限定） 

(2)発行金額：2億円 

(3)発行価額：額面100円につき100円 

(4)償還金額：額面100円につき100円 
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当中間連結会計期間 
（自 平成16年11月 1日 

  至 平成17年 4月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年11月 1日 

  至 平成16年10月31日） 

 

―――――――――――― 

(5)償還方法及び期限 

社債発効日より10年間、定時償還 

(6)発行日：平成16年12月27日 

(7)利率：  1.25% 

(8)資金使途：設備資金 

(9)担保：なし 

  但し、保証人により、上記本社社屋及び投資不

動産想定物件に根抵当権が設定されております。

 

４．当社は平成16年12月8日開催の取締役会決議に基

づき、次のとおり第2回無担保社債の発行を行いま

した。 

(1) 社債の名称 

株式会社 京王ズ 

第2回無担保社債（株式会社三井住友銀行保証

付・適格機関投資家限定） 

(2) 発行金額：3億円 

(3) 発行価額：額面100円につき100円 

(4) 償還金額：額面100円につき100円 

(5) 償還方法及び期限 

社債発行日より10年間、定時償還 

(6) 発行日： 平成16年12月13日 

(7) 利率：  1.35% 

(8) 資金使途：設備資金 

(9) 担保：なし 

    但し、保証人により、上記本社社屋及び投資不

動産想定物件に根抵当権が設定されております。
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当中間連結会計期間 
（自 平成16年11月 1日 

  至 平成17年 4月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年11月 1日 

  至 平成16年10月31日） 

 

―――――――――――― 

５．当社は、商法第280条ノ20および第280条ノ21の規

定に基づき、ストックオプションとして新株予約権

を発行することを、平成17年1月28日開催の第12回

定時株主総会にて決議いたしました。 

①新株予約権の割当てを受ける者 

   当社の取締役および従業員 

②新株予約権の目的となる株式の種類および数 

当社普通株式830株を上限とする。  

 ③新株予約権の数 

830個を上限とする。 

     ④新株予約権の発行価額 

      無償で発行するものとする。 

     ⑤新株予約権を行使することができる期間 

      平成19年1月29日から平成21年1月28日まで 

 

 



ファイル名:090_0182300501707.doc 更新日時:2005/08/05 4:02 印刷日時:05/08/05 4:26 

― 40 ― 

２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

  
前中間会計期間末 

(平成16年４月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年４月30日) 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

(平成16年10月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金 ※２ 1,029,606 900,222 719,258 

２ 売掛金  182,110 173,326 160,045 

３ 有価証券 ※２ 821,205 370,880 470,808 

４ たな卸資産  42,631 56,317 44,187 

５ その他 ※３ 131,692 202,133 208,739 

 貸倒引当金  ― △182 △173 

流動資産合計   2,207,246 55.1 1,702,697 32.1  1,602,869 39.5

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物 ※2 719,497 984,181 831,737 

(2) 土地 ※2 221,561 596,410 221,561 

(3) その他 ※2 217,864 172,681 292,094 

有形固定資産合計  1,158,923 1,753,272 1,345,393 

２ 無形固定資産  10,671 13,042 13,443 

３ 投資その他の資産    

 (1) 投資有価証券  ― 595,000 163,600 

 (2) 関係会社株式  ― 304,000 64,000 

(3) 長期貸付金  343,431 415,299 330,007 

(4) 敷金・保証金  231,665 261,774 254,949 

(5) その他  47,129 245,701 279,562 

  貸倒引当金  △5,000 ― △6,847 

投資その他の資産 
合計 

 617,226 1,821,775 1,085,273 

固定資産合計   1,786,821 44.6 3,588,091 67.5  2,444,110 60.3

Ⅲ 繰延資産   10,776 0.3 22,799 0.4  8,621 0.2

資産合計   4,004,844 100.0 5,313,588 100.0  4,055,601 100.0
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前中間会計期間末 

(平成16年４月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年４月30日) 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

(平成16年10月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金  188,356 217,553 173,736 

２ 短期借入金 ※２ 30,000 200,000 180,000 

３ 一年以内返済予定 
長期借入金 

※２ 199,600 362,800 220,200 

４ 一年以内償還予定社
債 

 ― 110,000 ― 

５ 賞与引当金  1,698 5,100 24,150 

６ 未払金  214,111 464,295 397,204 

７ その他 ※３ 48,923 82,934 53,338 

流動負債合計   682,689 17.0 1,442,683 27.2  1,048,631 25.8

Ⅱ 固定負債    

 １ 社債  ― 590,000 ― 

２ 長期借入金 ※２ 281,800 350,250 205,150 

３ その他  38,117 59,349 21,310 

固定負債合計   319,917 8.0 999,599 18.8  226,460 5.6

負債合計   1,002,607 25.0 2,442,282 46.0  1,275,091 31.4

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   1,314,235 32.8 1,399,925 26.3  1,314,235 32.4

Ⅱ 資本剰余金    

 1 資本準備金   1,278,335 1,364,025  1,278,335

  資本剰余金合計   1,278,335 31.9 1,364,025 25.7  1,278,335 31.6

Ⅲ 利益剰余金     

 １ 利益準備金   4,360 4,360  4,360

 ２ 任意積立金   200,000 140,000  200,000

 ３ 中間未処分利益又は 
   中間（当期）未処理 
   損失（△） 

  205,232 △37,023  △17,226

   利益剰余金合計   409,592 10.3 107,336 2.0  187,133 4.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  74 0.0 18 0.0  806 0.0

資本合計   3,002,237 75.0 2,871,306 54.0  2,780,510 68.6

負債・資本合計   4,004,844 100.0 5,313,588 100.0  4,055,601 100.0
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② 【中間損益計算書】  

 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   2,405,970 100.0 2,138,841 100.0  4,854,994 100.0

Ⅱ 売上原価   1,599,057 66.5 1,336,354 62.5  3,283,709 67.6

売上総利益   806,913 33.5 802,486 37.5  1,571,284 32.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費   789,968 32.8 886,963 41.5  1,785,379 36.8

営業利益又は営業損
失（△） 

  16,944 0.7 △84,477 △4.0  △214,095 △4.4

Ⅳ 営業外収益 ※１  4,072 0.2 41,756 2.0  16,616 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  19,805 0.8 19,174 0.9  46,169 0.9

経常利益又は経常損
失（△） 

  1,212 0.1 △61,895 △2.9  △243,648 △5.0

Ⅵ 特別利益 ※３  1,350 0.0 24,406 1.1  1,350 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  ― ― ― ―  1,787 0.0

税引前中間純利益又
は税引前中間（当
期）純損失（△） 

  2,562 0.1 △37,489 △1.8  △244,085 △5.0

法人税、住民税 
及び事業税 

 5,533 7,913 11,642 

法人税等調整額  1,192 6,725 0.3 563 8,477 0.4 △29,106 △17,463 △0.3

中間（当期）純損失
（△） 

  △4,162 △0.2 △45,966 △2.2  △226,621 △4.7

前期繰越利益   209,394 8,943  209,394

中間未処分利益又は
中間（当期）未処理
損失（△） 

  205,232 △37,023  △17,226
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③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益  2,562 

減価償却費  71,765 

貸倒引当金の増加額  5,000 

賞与引当金の減少額  △4,145 

退職給付引当金の減少額  △1,350 

受取利息及び受取配当金  △1,530 

有価証券利息  △309 

支払利息  6,977 

売上債権の減少額  59,756 

たな卸資産の減少額  5,948 

前払費用の増加額  △46,665 

仕入債務の減少額  △19,337 

未払金の増加額  7,436 

その他  25,301 

小計  111,409 

利息及び配当金の受取額  351 

利息の支払額  △6,883 

法人税等の支払額  △15,920 

営業活動によるキャッシュ・フロー  88,957 
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前中間会計期間 

(自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出  △550,219 

定期預金の払戻による収入  100,211 

有価証券の取得による支出  △539,962 

有価証券の売却による収入  540,105 

有形固定資産の取得による支出  △351,546 

有形固定資産の売却による収入  52,708 

貸付による支出  △36,350 

貸付金の回収による収入  487 

敷金保証金の差入による支出  △24,089 

敷金保証金の返還による収入  3,915 

その他  △2,974 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △807,714 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入  30,000 

長期借入れによる収入  300,000 

長期借入金の返済による支出  △85,700 

長期未払金の返済による支出  △98,972 

新株発行費支出  △13,061 

株式発行による収入  248,400 

配当金の支払額  △13,915 

財務活動によるキャッシュ・フロー  366,751 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額（△）  △352,005 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  731,392 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高  379,386 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 
  子会社株式 
   移動平均法による原価法 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 
    中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は
全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法
により算出) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 
  子会社株式 

同  左 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 

同  左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 
  子会社株式 

同  左 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 
    決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部
資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法によ
り算出) 

   時価のないもの 
    移動平均法による原価法 

   時価のないもの 
同  左 

   時価のないもの 
同  左 

(2) たな卸資産 
  商品 
   移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 
  商品 
       同  左  

(2) たな卸資産 
  商品 

同  左 
  製品 
   移動平均法による原価法 

   
  

   
 

  店舗食材 
   仕入食材 
    最終仕入原価法 

  店舗食材 
   仕入食材 

同    左 

  店舗食材 
   仕入食材 

同    左 
   工場加工食材 
   総平均法による原価法 

   工場加工食材 
同    左 

   工場加工食材 
同    左 

  原材料 
   移動平均法による原価法 

  原材料 
同    左 

  原材料 
同    左 

  貯蔵品 
   移動平均法による原価法 

  貯蔵品 
同    左 

  貯蔵品 
同    左 

２ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 
  定率法 
  なお、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除く)
については定額法 

  ただし、取得価額10万円以上20
万円未満の少額減価償却資産につ
いては、３年間均等償却 

  なお、耐用年数および残存価額
については、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっておりま
す。 

  ただし、事業用定期借地権契約
による借地上の建物については、
耐用年数を借地期間、残存価額を
零としております。 
(追加情報) 

  借地上の建物の耐用年数及び残
存価額は、従来、法人税法に規定
する方法と同一の基準によってお
りましたが、当中間会計期間から
事業用定期借地権契約を本格的に
開始したことから、耐用年数を借
地期間、残存価額を零としており
ます。この結果、従来の方法に比
較して、営業利益、経常利益及び
税引前中間純利益がそれぞれ 
1,954千円減少しております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 
  定率法 
  なお、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除く)
については定額法 

  ただし、取得価額10万円以上20
万円未満の少額減価償却資産につ
いては、３年間均等償却 

  なお、耐用年数および残存価額
については、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっておりま
す。 

  ただし、事業用定期借地権契約
による借地上の建物については、
耐用年数を借地期間、残存価額を
零としております。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 
  定率法 
  なお、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除く)
については定額法 

  ただし、取得価額10万円以上20
万円未満の少額減価償却資産につ
いては、３年間均等償却 

  なお、耐用年数および残存価額
については、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっておりま
す。 

ただし、事業用定期借地権契約
による借地上の建物については、
耐用年数を借地期間、残存価額を
零としております。 
 (追加情報) 

  借地上の建物の耐用年数及び残
存価額は、従来、法人税法に規定
する方法と同一の基準によってお
りましたが、当会計期間から事業
用定期借地権契約を本格的に開始
したことから、耐用年数を借地期
間、残存価額を零としておりま
す。この結果、従来の方法に比較
して、営業損失、経常損失及び税
引前当期純損失が3,458千円増加
しております。 
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前中間会計期間 

(自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日) 

(2) 無形固定資産 

  定額法 

  なお、償却年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

(2) 無形固定資産 

同  左 

(2) 無形固定資産 

同  左 

(3) 長期前払費用 

  均等償却 

  なお、償却期間について、法人

税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 

(3) 長期前払費用 

同  左 

 

(3) 長期前払費用 

同  左 

     ―――――― ３ 繰延資産の処理方法 

(1) 新株発行費 

  商法施行規則に規定する最長期

間（３年間）で均等償却しており

ます。 

(2) 社債発行費 

  商法施行規則に規定する最長期

間（３年間）で均等償却しており

ます。 

３ 繰延資産の処理方法 

 商法施行規則に規定する最長期間

（３年間）で均等償却しておりま

す。 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同  左 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同  左 

(2) 賞与引当金 

  従業員へ支給する賞与の支出に

備えるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同  左 

(2) 賞与引当金 

同  左 

(3) 退職給付引当金 

―――――― 

 

 (追加情報) 

  退職金規程を廃止したことによ

り、退職給付引当金の残高1,350

千円を戻入れております。 

      

 

 

 

(3) 退職給付引当金 

 ―――――― 

 

(追加情報) 

  退職金規程を廃止したことによ

り、退職給付引当金の残高1,350

千円を戻入れております。 

５ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

５ リース取引の処理方法 

同  左 

５ リース取引の処理方法 

同  左 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しておりま

す。 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同  左 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同  左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段 
   金利スワップ取引 
  ヘッジ対象 
   借入金の利息 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段 

同  左 
  ヘッジ対象 

同  左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段 

同  左 
  ヘッジ対象 

同  左 
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前中間会計期間 

(自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日) 

(3) ヘッジ方針 
  当社の社内規程に基づき、借入

金に係る金利変動リスクをヘッジ
する事を目的として、実需の範囲
内でデリバティブ取引を利用する
方針であります。 

(3) ヘッジ方針 
同  左 

(3) ヘッジ方針 
同  左 

(4) ヘッジ有効性の評価の方法 
  ヘッジ手段とヘッジ対象に関す

る重要な条件が同一であるため、
有効性の評価は省略しておりま
す。 

(4) ヘッジ有効性の評価の方法 
同  左 

(4) ヘッジ有効性の評価の方法 
同  左 

７ 中間キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預
金及び容易に換金可能であり、か
つ、価値の変動について僅少なリス
クしか負わない取得日から３ヵ月以
内に償還期限の到来する短期投資か
らなっております。 

７    ―――――― ７    ―――――― 

８ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 
  税抜方式によっております。 

８ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 
同  左 

８ その他財務諸表作成のための基
本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 
同  左 
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表示方法の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日) 

(中間貸借対照表) 

 前中間会計期間において有形固定資産の「その他」に

含めて表示しておりました「土地」(前中間会計期間

107,514千円)については、資産総額の100分の５超とな

ったため、当中間会計期間より区分掲記しております。

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「関係会社株式」（前

中間会計期間10,000千円）については、資産総額の100

分の5超となったため、当中間会計期間より区分掲記し

ております。 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成16年４月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年４月30日) 

前事業年度末 
(平成16年10月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額        244,048千円 
  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       415,306千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       331,417千円

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の

とおりであります。 

預金 200,219千円

有価証券 70,000 

計 270,219 
 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の

とおりであります。 

預金 200,235千円

土地 374,848 

建物 177,862 

構築物 213 

計 753,160 
 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の

とおりであります。 

預金 200,227千円

計 220,227 
 

   担保付債務は次のとおりであ

ります。 

一年以内返済 
予定長期借入金 

66,800千円

長期借入金 81,000 

計 147,800 
  

   担保付債務は次のとおりであ

ります。 

短期借入金 200,000千円

一年以内返済 
予定長期借入金

42,000 

長期借入金 126,000 

債務保証 500,000 

計 868,000 
 

   担保付債務は次のとおりであ

ります。 

短期借入金 180,000千円

一年以内返済 
予定長期借入金 

32,000 

長期借入金 52,000 

計 264,000 
 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 
  

※３ 消費税等の取扱い 

    仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※３   ―――――― 

 ４ 当社においては、設備投資資

金の効率的な調達を行うため取

引銀行２行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当中間期末

の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

貸出コミット 
メントの総額 

1,200,000千円

借入実行残高 430,000 

差引額 770,000 
 

 ４ 当社においては、設備投資資

金の効率的な調達を行うため取

引銀行1行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。こ

の契約に基づく当中間期末の借

入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

貸出コミット
メントの総額

200,000千円

借入実行残高 200,000 

差引額 ― 
 

 ４ 当社においては、設備投資資

金の効率的な調達を行うため取

引銀行１行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当期末の借

入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

貸出コミット 
メントの総額 

200,000千円

借入実行残高 180,000 

差引額 20,000 
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(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1,530千円

有価証券利息 309 

  
 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 2,213千円

有価証券利息 128 

投資有価証券売
却益 

6,750 

業務手数料 28,463 
 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 3,509千円

有価証券利息 567 

投資有価証券売
却益 

8,975 

クレジットカー
ド手数料収入 

1,965 
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 6,977千円

株式公開費用 5,147 

貸倒引当金繰入 5,000 
  

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 6,894千円

社債利息 1,737 

投資有価証券売
却損 

2,600 

新株発行費償却 2,155 

社債発行費償却 3,266 
  

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 13,391千円

株式公開費用 10,147 

新株発行費償却 4,310 

貸倒引当金繰入 6,847 

借地権予約契約
解約損 

8,092 
 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

退職給付引当金 
戻入 

1,350千円

  

※３ 特別利益のうち主要なもの 

賞与引当金等戻
入 

17,559千円

貸倒引当金戻入 6,847 
  

※３ 特別利益のうち主要なもの 

退職給付引当金 
戻入 

 1,350千円
 

※４   ―――――― ※４   ―――――― ※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 1,787千円
  

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 71,484千円

無形固定資産 281 
  

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 84,217千円

無形固定資産 401 
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 161,573千円

無形固定資産 647 
 

 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

前中間会計期間 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日) 

前中間会計期間 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日) 

前中間会計期間 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日) 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成16年４月30日現在) 

 

──────── 

 

──────── 

現金及び預金勘定 1,029,606千円 

預入期間が3ヶ月

を超える定期預金 
△650,219 

現金及び現金同等

物 
379,386 
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(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(千円) 

有形固定
資産その
他 ( 工 具
器 具 備
品) 

362,578 131,213 231,365 

有形固定
資産その
他 ( 機 械
装置) 

9,095 1,605 7,490 

無形固定
資 産 ( ソ
フトウェ
ア) 

195 75 119 

合計 371,869 132,894 238,974 

 

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高 
相当額
(千円)

有形固定
資産その
他 ( 工 具
器 具 備
品) 

488,056 215,129 272,927

有形固定
資産その
他 ( 機 械
装置) 

37,463 9,433 28,029

無形固定
資 産 ( ソ
フトウェ
ア) 

195 140 54

合計 525,715 224,704 301,011

 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額
(千円)

有形固定
資産その
他 ( 工 具
器 具 備
品) 

547,717 201,173 346,543

有形固定
資産その
他 ( 機 械
装置) 

37,463 4,372 33,091

無形固定
資 産 ( ソ
フトウェ
ア) 

195 108 86

合計 585,375 205,653 379,721

 
② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 100,789千円

１年超 109,105千円

合計 209,895千円
 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 122,622千円

１年超 152,066千円

合計 274,689千円
 

② 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 144,070千円

１年超 205,342千円

合計 349,413千円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 75,328千円

減価償却費 
相当額 

50,190千円

支払利息相当額 3,050千円
  

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 79,724千円

減価償却費 
相当額 

78,710千円

支払利息相当額 3,935千円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 152,006千円

減価償却費 
相当額 

122,949千円

支払利息相当額 7,427千円
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 
  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 
  

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 91,320千円

１年超 1,217,350千円

合計 1,308,670千円
  

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料 

１年内 121,176千円

１年超 1,680,247千円

合計 1,801,423千円
 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料 

１年内 105,156千円

１年超 1,431,115千円

合計 1,536,271千円
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(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年４月30日) 

１ 時価のある有価証券 
 

区分 
取得原価 
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

その他有価証券  

① 株式 ― ― ―

② 債券 ― ― ―

③ その他 291,050 291,179 128

計 291,050 291,179 128

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 
 

内容 
中間貸借対照表計上額 

(千円) 

(1) 子会社及び関連会社株式 

① 子会社株式 10,000

計 10,000

(2) その他有価証券 

① 割引金融債 530,025

計 530,025

 

当中間会計期間末（平成17年4月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末（平成16年10月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

(デリバティブ取引関係) 

前事業年度より連結財務諸表を作成しているため、前中間会計期間のみ記載しております。 

前中間会計期間(自平成15年11月１日 至平成16年４月30日) 

当社が利用しているデリバティブ取引は、全て金利スワップの特例処理をしているため、該当事項は

ありません。 

 

(持分法損益等) 

前事業年度より連結財務諸表を作成しているため、前中間会計期間のみ記載しております。 

前中間会計期間(自平成15年11月１日 至平成16年４月30日) 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日) 

１株当たり純資産額 177,489円66銭

 

１株当たり純資産額 152,769円67銭

 

１株当たり純資産額 164,381円32銭

 

１株当たり中間純損失 269円45銭

 

１株当たり中間純損失 2,624円05銭

 

１株当たり当期純損失 14,001円96銭

 
 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

(追加情報) 

 平成15年10月14日現在の株主名簿

に記載された株主の所有株式を平成

15年11月10日付で、１株につき５株

の割合をもって分割を行いました。 

 当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間会計期間及

び前事業年度における１株当たり情

報は、以下のとおりとなります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり 
純資産額 
197,672円47銭 

 
１株当たり 
中間純利益 

4,443円70銭 
 
潜在株式調整後
１株当たり中間
純利益金額につ
いては、潜在株
式がないため、
記載しておりま
せん。 

１株当たり 
純資産額 
199,201円30銭 

 
１株当たり 
当期純利益 

5,978円95銭 
 
潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額につ
いては、潜在株
式がないため、
記載しておりま
せん。 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式がないため記載して

おりません。 

   

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失が計上されており、

また、潜在株式がないため記載して

おりません。 

(追加情報) 

 平成15年10月14日現在の株主名簿

に記載された株主の所有株式を平成

15年11月10日付けで、１株につき５

株の割合をもって分割を行いまし

た。 

 当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間会計期間及

び前事業年度における１株当たり情

報は、以下のとおりとなります。 

1株当たり純資産額 199,201.30円

1株当たり当期純利益 5,978.95円

潜在株式調整後1株当たり当期純

利益金額については、潜在株式がな

いため、記載しておりません。 

(注) １株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

                                        （単位：千円） 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年11月１日
至 平成16年４月30日)

当中間会計期間 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年11月１日
至 平成16年10月31日)

中間(当期)純損失(△) △4,162 △45,966 △226,621 

普通株主に帰属しない金額 ― ― ― 

(うち利益処分による 
役員賞与金) 

(―) (―) (―) 

普通株式に係る中間(当期)
純損失(△) 

△4,162 △45,966 △226,621 

期中平均株式数(株) 15,447 17,517 16,185 
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(重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日) 

１ 当社は平成16年７月15日開催の

取締役会において、株式会社光通

信と合弁契約を締結し、同社の子

会社である株式会社ベストパート

ナーとコールセンター事業におけ

る合弁会社を平成16年８月２日付

で設立することを決定いたしまし

た。 

(1) 合弁会社設立の目的 

 ① 新会社を設立し企業向けコー

ルセンターを立ち上げ、秋田

県を中心に東北地域ほか広い

営業エリアで今までの販売ノ

ウハウを生かし通信事業等を

行う。 

 ② 販売チャネルを広げることに

より、通信事業の総合化をは

かる。 

 ③ 地域活性化と若年層に雇用の

機会を提供するために、秋田

市にコールセンターを開設

し、雇用促進に寄与する。 

(2) 合弁会社の概要 

① 商号 株式会社ノーブルコミ

ュニケーション 

② 本社所在地 秋田県秋田市 

        中通３－３－10 

③ 事業内容 テレマーケティン

グによるコールセ

ンター事業 

④ 設立  平成16年８月２日 

⑤ 資本金 90,000千円 

⑥ 株主及び出資比率 

当社60％、株式会社ベスト

パートナー40％ 

―――――― １．平成16年10月29日開催の取締役会決

議に基づき、次のとおり第１回無担保

社債の発行を行いました。 

(1) 社債の名称 

株式会社 京王ズ 

第１回無担保社債(株式会社東京

三菱銀行保証付・適格機関投資家

限定) 

(2) 発行金額：２億円 

   (3) 発行価額：額面100円につき100円

(4) 償還金額：額面100円につき100円

(5) 償還方法及び期限 

社債発効日より３年間、定時償還

(6) 発行日： 平成16年11月25日 

(7) 利率：  0.438％ 

(8) 資金使途：運転資金 

 

２．平成16年10月15日開催の取締役会

決議に基づき、次のとおり平成16年
11月30日に本社社屋及び投資不動産

想定物件の購入を行いました。 

(1) 物件 

泉パワーモール 

宮城県仙台市泉区七北田字新道 

(2) 取得価格：547,336千円 

   (3) 資金調達方法：自己資金（第２回

及び第３回無担保社債の発行によ

り充当） 

 

３．平成１６年１２月２日開催の取締役

会決議に基づき、次のとおり第３回

無担保社債の発行を行いました。 

（1）社債の名称 

  株式会社 京王ズ 

  第３回無担保社債（株式会社東京

三菱銀行保証付・適格期間投資家

限定） 

（2）発行金額：2億円 

（3）発行価額：額面100円につき100円

（4）償還金額：額面100円につき100円

（5）償還方法及び期限 

  社債発行日より10年間、定時償還 

（6）発行日：平成16年12月27日 

（7）利率：  1.25％ 

（8）資金使途：設備資金 

（9）担保：なし 

  但し、保証人により、上記本社社

屋及び投資不動産想定物件に根抵

当権が設定されております。 

 



ファイル名:110_0182300501707.doc 更新日時:2005/08/05 4:04 印刷日時:05/08/05 4:26 

― 54 ― 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日) 

 ―――――― ４．平成16年12月8日開催の取締役会決

議に基づき、次のとおり第2回無担

保社債の発行を行いました。 

（1）社債の名称 

   株式会社 京王ズ 

第２回無担保社債（株式会社三井

住友銀行保証付・適格機関投資家

限定） 

 （2）発行金額：3億円 

（3）発行価額：額面100円につき100円

（4）償還金額：額面100円につき100円

（5）償還方法及び期限 

   社債発行日より10年間、定時償還

（6）発行日：平成16年12月13日 

（7）利率：1.35％ 

（8）資金使途：設備資金 

（9）担保：なし 

  但し、保証人により、上記本社社

屋及び投資不動産想定物件に根抵

当権が設定されております。 

 

５．商法第280条ノ20および第280条ノ

21の規定に基づき、ストックオプ

ションとして新株予約権を発行す

ることを、平成17年1月28日開催の

第12回定時株主総会にて決議いた

しました。     

① 新株予約権の割当を受ける者 

当社の取締役および従業員 

② 新株予約権の目的となる株式の種

類および数 

当社普通株式830株を上限とす

る。 

  ③ 新株予約権の数 

830個を上限とする。 

  ④ 新株予約権の発行価額 

無償で発行するものとする。 

  ⑤ 新株予約権を行使することができ

る期間   

平成19年1月29日から平成21年1月

28日まで 

 
 
(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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第６ 【提出会社の参考情報】  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

（1） 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第  平成17年１月25日 
  19条第2項第4号（主要株主の異動）の  東北財務局長に提出 
  規定に基づくもの   
     
（2） 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第  平成17年１月25日 
  19条第2項第4号（主要株主の異動）の  東北財務局長に提出 
  規定に基づくもの   
     

（3） 
有価証券報告書及
びその添付書類 

事業年度  自 平成15年11月１日 
(第12期)  至 平成16年10月31日 

 
平成17年１月31日 
東北財務局長に提出 

     

（4） 
有価証券届出書及
びその添付書類 

第三者割当増資  
平成17年２月15日 
東北財務局長に提出 

     
（5） 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第  平成17年3月4日 
  19条第2項第4号（主要株主の異動）の  東北財務局長に提出 
  規定に基づくもの   
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

 
平成17年７月26日 

株式会社京王ズ 

取締役会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  鈴  木  友  隆  ㊞ 

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  佐  藤  孝  夫  ㊞ 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定の基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社京王ズの平成16年11月１日から平成17年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成16年11月1日から平成17年４月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社京王ズ及び連結子会社の平成17年４月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間(平成16年11月１日から平成17年４月30日まで)の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

          以  上 

 
 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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独立監査人の中間監査報告書 

 

 

平成16年７月16日 

株式会社京王ズ 

取締役会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  鈴  木  友  隆  ㊞ 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  小  田  哲  生  ㊞ 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定の基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社京王ズの平成15年11月１日から平成16年10月31日までの第12期事業年度の中間会計期

間（平成15年11月1日から平成16年４月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社京王ズの平成16年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間会計期間(平成15年11月１日から平成16年４月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

          以  上 

 
 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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独立監査人の中間監査報告書 

 

 

平成17年７月26日 

株式会社京王ズ 

取締役会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  鈴  木  友  隆  ㊞ 

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  佐  藤  孝  夫  ㊞ 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定の基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社京王ズの平成16年11月１日から平成17年10月31日までの第13期事業年度の中間会計期

間（平成16年11月1日から平成17年４月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び

中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社京王ズの平成17年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間(平成16年11月１日から平成17年４月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 

          以  上 

 
 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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